
１．はじめに

　本稿は，2017 年 4 月から 2018 年 6 月にかけて青年
海外協力隊隊員としてニカラグア共和国（以下，ニカ
ラグア）へ派遣された筆者が，同国の教育政策につい
て，政治的背景を明らかにしつつ，教育を取り巻く社
会状況などについて取りまとめたものである．筆者は
同国北部にあるエステリ県エステリ市にあるエステリ
市教育事務所に配属された．主な活動として，市内に
ある小学校を巡回し，現地教員に算数科指導力向上の
ための指導助言を行っていた．活動の中で，教員とし
て指導経験のない 25 歳の女性教員が校長を務めてい
たこと，小学校で党歌が歌われていたこと，与党を支
持するデモに参加するため休校になったことなど，特
定の政党を支持することが禁じられている日本の学校
現場では考えられないような場面が散見された．その
言動の多くは政治に裏付けられたものであり，ニカラ

グアの教育と政治の関わりについて調べるきっかけに
なった．本研究の目的は，ニカラグアの教育と政治の
関わりについて，政権交代による変化を中心に明らか
にしながら，ニカラグアの教育が目指すビジョンに
迫っていくものである．
　ニカラグア共和国は中米一の面積を誇る国であるが，
同時に最も貧しい国の一つとして数えられている．人
口は約 654 万人で，国土面積は約 13㎢，これは北海
道と九州を足した面積に近い．宗教はカトリック，プ
ロテスタント，エヴァンジェリコなどほとんどがキリ
スト教徒である．人種は先住民族インディヘナとスペ
イン系の混血であるメスティーソが 69％と過半数を
占めており，東側（カリブ海側）地域にはミスキート
語を話す黒人も暮らしている．主要産業は葉巻，コー
ヒー，チョコレートなどがあり，特に葉巻は有名な品
評会などでも優秀な成績を収めており，世界中の葉巻
愛好家に親しまれている．政治体制は，立憲共和制を
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執り，議会は一院制で，議員定数 92 名に対し 70 議席
を与党が獲得している．与党であるサンディニスタ民
族解放戦線（FSLN）の党首であり，国家元首である
のがダニエル・オルテガ・サアベドラ大統領である．
かつてニカラグアは，1937 年のアナスタシオ・ソモサ・
ガルシアから始まり，自身の息子二人を含む親子三代
に渡って 42 年間に及ぶ独裁政権が国家を掌握してい
た．これを打倒したのが FSLN であり，そのリーダー
の一人がオルテガであった（田中，2016）．1985 年か
ら始まった第一次オルテガ政権は一期 5 年で終わりを
迎えたものの，2006 年に再び当選した．2021 年 11 月
の大統領選挙にも出馬をする予定で，当選すれば四期
連続，20 年もの長期政権となる．
　表１の主要経済指標を見てみると，2018 年までは
どの項目についても概ね上昇しており，緩やかではあ
るが着実に経済成長を続けていた．しかし 2018 年に
なるとそれが一変し，貿易収支が 3,113 百万ドルから
2,312 百万ドルと大幅に減少しているのを筆頭に，ど
の項目においても減少に転じている．その一方で海外
送金受取額のみ 1,390 百万ドルから 1,501 百万ドルに
増加していることがわかる．経済成長の鈍化に加えて
ニカラグア国内から国外退避者数の増加を示唆してい
るが，これらは 2018 年 4 月に起きた大規模デモが起
因していると考えられる．

２．2018年の大規模デモ

　2018 年 4 月 18 日，オルテガ大統領は社会保障制度
の改革案を発表した．サンディニスタ政府の社会保険
庁（INSS）は，年金財政赤字約 8000 万ドルを改善す
るためとして，労働者，企業の年金保険料掛け金を最
大 22.5％引き上げて，年金支給額 5％削減することを
決定した．これに対して民間企業最高審議会（COSEP）
や企業団体，労働者が反対を表明した．18 日にはマ
ナグア，レオンで年金受給者や大学生を中心とした抗

議デモが行われ，翌 19 日には全国各地に広まった．
当時筆者は国内でボランティア活動をしていたが，
JICA からは「デモに巻き込まれないように気を付け
てください．」と注意喚起の連絡があった．よくある
ことだろうと高を括っていたが，その波紋は瞬く間に
広がっていき，外出禁止令が出された時には，ボラン
ティアたちの間にただならぬ緊張が走ったことを未だ
鮮明に覚えている．オルテガ大統領は改革案発表の 4
日後，4 月 22 日にこれを撤回するとしたものの，そ
れまで政権に対して不満を抱いていた大学生を中心と
する反政府団体が立ち上がり，全国的な大規模デモへ
と発展していった．政府はカトリック司教会議による
仲介を交えながら，対話による解決を提案したものの，
一部過激派が対話を受け入れず，デモは次第に暴力的
になっていった．町中にあふれていた FSLN のシン
ボルカラーである赤と黒は，ニカラグア国旗の色であ
る青と白に塗り替えられていった．主要道路はレンガ
を積んだりタイヤを燃やしたりするなどして封鎖され，
これにより物流が停止し，生活必需品の需要が高まり，
スーパーなどでは品薄状態が続いた．ガソリン価格も
高騰し，ガソリンスタンドでは常にガソリンを買い求
める車の行列ができていた．また，この混乱に乗じて
略奪，焼き討ちなども散見されるようになった．
　 5 月 16 日，オルテガ政権は学生や起業家などの反
政府勢力たちとの第一回国民対話を実施した．その中
で反政府勢力は，総選挙を前倒しで実施することと，
それに合わせて選挙法を改正することを求めた．学生
の代表はオルテガ大統領に「あなたの心は痛まないの
か」と問い，それに続いてこの一連のデモで命を落と
した学生の名前を一人ずつ読み上げ，その度に他の学
生が「presente（ここにいるぞ）」と叫んだ．18 日に
は第二回国民対話が実施され，19 日，20 日の休戦の
のち，反政府勢力が道路封鎖を解除することと引き換
えに，政府が警察を撤退させることが合意された．続
く第三回国民対話は参加セクターを増やして実施され，
米州人権委員会（CIDH）が実施した被害調査やヒア
リングを基に出された勧告の実施を検証するための委
員会を設立することが合意された．一方で，政府側が
提案した道路封鎖の解除については，学生側は選挙の
前倒しと交換条件であるという姿勢を崩さなかったた
めに解除されなかった．23 日の第四回国民対話では，
政府，反政府勢力のどちらも自身の主張を譲らず，議
論は平行線を辿った．この状況に，カトリック司教会
議は国民対話の中断を発表し，政府，反政府側からそ
れぞれ 3 名ずつからなる委員会を設置し，議論を再開
するべきであると話し合われたが，依然として反政府
側のデモと警察の介入による衝突が収まる気配はなく，
31 日に政府は反政府勢力との対話の中止を決定した

2015 2016 2017 2018 2019
貿易収支
（百万ドル） 3,013.9 3,227.6 3,113.1 2,312.4 1,665.6

　　輸出FOB
　　（百万ドル） 2,421.7 2,226.4 2,548.3 2,516.9 2,696.8

　　輸入FOB
　　（百万ドル） 5,435.7 5,453.9 5,661.4 4,829.4 4,352.4

海外送金受取額
（百万ドル） 1,193.4 1,264.1 1,390.8 1,501.2 1,682.4

外貨準備高
（百万ドル） 2,492.3 2,447.8 2,757.8 2,261.1 2,397.4

出典：ニカラグア中央銀行（Banco Central de Nicaragua: 
　　　BCN）（2021）より筆者作成

表１．主要経済指標
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（新藤，2018）．

３．アメリカとの確執

　大規模デモが起きる前の 2016 年に実施されたアン
ケートによると，「与党を支持する」と答えた国民は
57.0％にも上った（在ニカラグア日本大使館 2016）．こ
れだけの支持を受けて当選した大統領であるにも関わ
らず，また新社会保障制度の発表からわずか 4 日で撤
回したにも関わらず，何故 2018 年のデモが発生し，こ
れほどまでに大きくなってしまったのであろうか．そ
れにはアメリカの介入が大きな要因の一つとなってい
るといわれている（尾尻，2007）．1914 年にパナマ運
河は竣工していたが，時を同じくしてニカラグアにも
運河建設計画が持ち上がっていた．パナマ運河建設の
真っ只中であった 1909 年，当時のニカラグア大統領で
あるホセ・サントス・セラヤは欧州各国に運河建設の
交渉を進めていた．米国としては，ニカラグアに運河
が建設されてしまっては，米国主導で建設が進められ
ているパナマ運河の価値が薄れてしまうことや，欧州
諸国のカリブ海進出を許してしまうことになりかねな
いと，米国自らセラヤ政権を打倒したとされる（尾尻，
2007）．以後，ニカラグアは米国からの，陰に陽に，絶
え間ない政治的・軍事的な介入にさらされることになっ
た．近年では，2006 年に再当選したオルテガ政権の選
挙に対して，2011 年，2016 年と選挙のたびに，選挙制
度について批判するコメントが米国政府から出されて
いる．特に 2016 年の大統領選挙においては，当時のオ
バマ政権はこれを不正選挙と見なし，制裁としてニカ
ラグア投資条件法（Nica Act）を提案した．Nica Act は，
国際金融機関が人道的目的以外でニカラグアへ融資を
行う際には米国の承認を必要とするというニカラグア
への干渉を強める内容のものであった．これは 2016 年
に米国上院で承認されず廃案になったものの，2018 年
12 月トランプ米大統領がニカラグア国内の大規模デモ
に対する一連の制裁としてこの法案を議会に再提出し，
全会一致で承認された（新藤，2018）．一見すると，内
政干渉を続ける米国と，それを断固拒否するニカラグ
アとの対立のように見えるが，尾尻（2007）はこれを「微
妙な関係」であると述べている．理由について「米国
がニカラグア政治に介入した場合，その米国の介入に
頼ろうとする勢力がニカラグア国内に必ず存在してい
たから」であるとしている．実際に，2018 年の大規模
デモにおいてはペンス副大統領（当時）より，反政府
勢力を扇動しているともとれる批判コメントが出され
た．こうした米国の後ろ盾もあり，学生を中心とした
反政府勢力は今までの不満を思い切りぶつけることが
できたのではないかと考えられる．

４．選挙民主主義の是非

　上谷（2019）によると，ここ約 10 年の世界の民主
政の様態について，概して「独裁化」が進んでいると
いう．これはスウェーデンのヨーテボリ大学に本拠地
を置く V-Dem（Varieties of Democracy）研究所の発
表に基づいている．「独裁化」により制限されている
ものとしては，メディア報道などの表現や結社の自由，
そして，法の下の平等や立憲主義に関してのものが挙
げられている．中でもその傾向が顕著に表れている国
の一つがニカラグアである（上谷，2019）．V-dem の
定義する民主主義の度合いに関する指標の中で，「選
挙民主主義指標（Electoral Democracy Index）」と「自
由を構成する指標（Liberal Component Index）」を見
てみるとそのことがよくわかる．自由民主主義指数（図
1）は中米各国との比較になっているが，他国と比べ
てもニカラグアが著しく低いことが見て取れる．2006
年に第二次オルテガ政権が始まって以来，2011 年，
2016 年と選挙を重ねるたびに同指数の数値が減少し
ている．また，選挙民主主義指標（図 2）についても，
同様に著しく低い値となっている．このことに関し，
上谷（2019，p.11）は「そもそも中央選挙管理委員会

図１．自由民主主義指標の変遷
出典：上谷（2019，pp.5）

図２．選挙民主主義指標の変遷（４か国）
出典：上谷（2019，pp.6）
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（Consejo Supremo Electoral）がオルテガ派の手中に
あり，近年では，詳細な選挙結果すら公表されないこ
とや，選挙不正の黙認，野党の選挙資格の剥奪，国内
外の選挙監視団の拒絶など，常に政府・与党候補に有
利に選挙が運営されていることに由来していると思わ
れる．」と述べている．実際に 2006 年から 11 年，16
年と選挙を重ねるたびに，FSLN の議席占有率は
38％，61％，66％と拡大している．これに伴いオルテ
ガ政権の「独裁化」もますます強化され，各種の政治
的独立性が保証されるべき政府機関（最高裁，最高選
挙裁，会計検査院など）もサンディニスタに忠実な者
たちで固められている状況である（上谷 , 2019）．こ
のことに関し，上谷（2019，p.11）は「為政者オルテ
ガ自身が「左翼の革命ポピュリスト」から「右翼の新
家産主義的な独裁者［Thaler 2017, 157］」になった．」
と述べている．ここでいう新家産主義とは，政治的リー
ダーを頂点とするパトロン・クライアント関係が公的
な支配体制に持ち込まれ，国家の公的財産の分配が
リーダーへの政治的支援に基づいて分配されるような
統治体制のことをいう（JICA 緒方研究所，2008）．
2021 年 11 月の大統領選挙を前にこの状況はさらに悪
化ともとれる状況になりつつある．2021 年 6 月 2 日
には，野党統一候補として擁立される予定であったク
リスティアナ・チャモロ氏が，自身が運営する財団の
マネーロンダリング容疑で自宅軟禁下に置かれた．そ
の後，同様に 7 名の候補者と 30 名弱の有力支援者た
ちが国家反逆罪などの罪に問われ，逮捕，あるいは自
宅軟禁状態に置かれた（Gómez, 2021）．クラウディア・
ペレス駐日ニカラグア臨時代理大使によると，大統領
選に立候補する者は，2021 年 8 月 2 日までに登録を
済ませなければならないが，その際に政党に所属する
義務などの条件が課せられており，拘束されている候
補者たちはこの条件を満たしていないため，登録すら
できない状況であると述べている．
　選挙制度の正当性が疑問視される一方で，現行の選
挙制度について肯定的な意見もある．尾尻（2007）は
2006 年の選挙制度について，ニカラグア人自身によ
る選挙監視活動の準備が進んでいたことや，出口調査
結果と最高選挙評議会発表の結果の誤差が 0.01％で
あったことなどから，選挙結果の信頼性を高めるとと
もに，選挙監視を外国使節団に任せきりにしないとい
うニカラグア人の強い意志を感じさせた選挙であった
と述べている．同じく新藤（2018）も，2011 年の選
挙について，投票結果は，事前に実施された数カ月に
渡る各種の世論調査の傾向と一致していたことから，
サンディニスタ側の不正はなかったと述べている．世
論調査の信ぴょう性については，調査結果が出された
当時，いずれの陣営からも調査が不正だったという批

判は出ておらず，また選挙監視団であるヨーロッパ連
合（EU），米州機構（OAS），全国大学評議会（CNE）
のいずれも，この選挙を合法的と認めたためであると
している．以上のように，選挙制度について肯定的な
意見や否定的な意見があることから，情報が錯そうし
ている現状であると言える．

５．教育制度について

　現行のニカラグア教育制度は表 2 の通りである．初
等前教育が 0 − 5 歳までで，そのうち 5 歳児にあたる
学年は義務教育となっている．公立であれば就学前教
育から大学までいずれも無償で教育を受けられる．学
習形態は地域の実態に合わせて，全日制やオーバーエ
イジのための学校，複式学級，夜間学校などがある．
オーバーエイジは，9 歳から 16 歳までの，家庭環境
や経済状況など，何らかの理由で学校に通えなかった
子どもたちを対象にしており，都市部では 3 年間の小
学校教育，農村部ではサバティーノと呼ばれる土曜日
のみ通うコースなどが用意されている．複式学級は特
に農村部に多く，それぞれの地域の文化や環境に合わ
せてカリキュラムが組まれるようになっている．場合
によっては連続した学年の複式学級にならない場合も
あり，例えば筆者が実際に参観した学級は，一クラス
に 8 名の児童がおり，1 年生 2 名，2 年生 3 名，4 年
生 3 名で構成されていた．夜間教室は，在学途中に学
校に通えなくなった子どもたちや青年を対象にしてい
る．中等教育課程は 3 年間の前期と 2 年間の後期に分
かれており，前期では一般教科を学習し，後期では科
学，人文学，技術のそれぞれ専門的な学習を選択して
進んでいく．また，農村部に住んでいることや家庭環
境に問題があることなど，何らかの理由で学校へ通え
ない生徒へは，テレビ，ラジオ，デジタル機器などを
駆使して授業を受ける措置もある．高等教育へ進学す
る場合は中等教育後期を卒業しなければならないが，
進学をしない場合は中等教育前期で学業を終える者も
いる．高等教育では，技術教育や教員養成などに分か
れる．小学校の教員になりたい場合は，3 年間の教員
養成校（Escuela normal）に進学するが，中学校の教
員になりたい場合には 5 年間の学士課程へ進学しなけ
ればならないという違いがある．地方の教員養成校は
全寮制で学費が無料であるため，教員を志す学生だけ
ではなく学位取得を目当てに進学する者も多い．教員
養成以外の学士課程については，人文学，科学技術，
ビジネスなど様々な学部で学ばれている．国立大学の
運営について，憲法第 125 条によると「共和国が資金
を提供しなければならず，共和国の一般予算の 6％を
毎年拠出し，それを分配する．」としている．
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　表 3 は 2019 年の純就学率をまとめたものである．
純就学率とは，公立，私立は問わず教育期間に就学し
ている生徒の数を，学齢人口数を分母，学齢就学者数
を分子としてパーセンテージで表したものである（田
中，2016）．初等教育については全国で 87.4％で，都
市部 88.2％，農村部 86.6％と有意差は見られない．前
述のような取り組みにより，初等教育の重要性への理
解が都市部，農村部問わず広がっているものと推察さ
れる一方で，100％にはまだ遠く及ばない現状もある．
中等教育になると，全国の就学率は 64.6％と，初等教
育と比べると大きく落ち込む．都市部は全国より高く
79.3％であるのに対して農村部は 47.9％と大きな差が
あり，農村部の半数以上が中等教育を受けられていな
い．これは，貧困により特に農村部に暮らす子どもた
ちは労働あるいは家業の手伝いをしなければならず，
教育の機会が奪われてしまっていることを示唆してい
る．労働力率を見てみても，中等教育へ進学する適正
年齢は 12 歳であるが，10 歳～ 14 歳の労働力率は
18.8％と高い．特に，都市部で 7.8％であるのに対して，
農村部では 28.8％と約 4 倍の差がある．10 歳以上が
どれぐらいの期間学校に通っていたかの平均を表す平
均就学期間を見てみても，都市部 7.9 年に対して，農
村部 4.9 年と，こちらも大きな差がある．
　一方，純就学率の男女差を見てみると，全てのセク
ションにおいて女性が男性を上回っていることがわか
る．これはニカラグア人女性の地位が一定程度確固た
るものになってきてるのかもしれない．他のラテンア

メリカ諸国と同様，1960 年代からフェミニズム運動
が始まり，女性の地位向上が図られてきている．近年
のオルテガ政権においても，ジェンダー平等政策が実
施されており，それの影響もあるだろう（田中，
2016）．中でも女性の政界進出については，1990 年に
大統領を務めたビオレタ・チャモロ女史を筆頭に，女
性議員数は増え続け，2021 年現在，国会議員 92 名の
うち 44 名が女性議員となっている．

　学力について，2013 年にユネスコがラテンアメリカ
16 か国を対象に実施した国際学力テストである第 3 回
地域比較研究（Tercer Estudio Regional Comparativo 
y Explicativo: Terce）の結果（表 4，表 5）によると，
算数では第 3 年生で 484 点，第 6 年生で 462 点，読解
では第 3 年生で 478 点，第 6 学年でも 478 点と，いず
れも近隣中米諸国と比較しても，ドミニカ共和国に次
ぐ点数の低さであり，またどのレベルにおいても全体

年齢 　
高等教育

24- 2 修士

18-23

5 　
学士課程／

教員養成大学
（中等教育）3

技術教育／
技術教育基礎／
高等技術教育

中等教育後期

12-17

3
技術教育 教員養成

（初等教育）2 技術／科学／
人文学

中等教育前期
3 全日制／通信／夜間

初等教育

6-11 6 義務教育
一般／複式／飛び級／特別支援 / 夜間

初等前教育

3-5
1 義務教育
2

出典：SITEAL (2019) より筆者作成

表２．ニカラグアの教育期間

表３．2019年の純就学率
全国 都市 農村 男性 女性

初等教育 87.4 88.2 86.6 86.9 88.0
中等教育 64.6 79.3 47.9 63.5 66.0
大学 15.3 21.7 7.3 11.1 20.3
平均就学期間（年） 6.6 7.8 4.9 6.5 6.7
労働力率 10~14 歳 18.8 9.8 28.8 23.4 13.6
労働力率 15~24 歳 55.8 49.8 62.9 72.3 36.5
出典：FIDEG（2019）より筆者作成

順位 第三学年　算数 順位 第六学年　算数
1 コスタリカ（557.52） 1 コスタリカ（535.19）
2 ホンジュラス（507.52） 2 グアテマラ（487.98）
3 グアテマラ（500.69） 3 ホンジュラス（479.79）
4 パナマ（494.15） 4 パナマ（461.48）
5 ニカラグア（484.70） 5 ニカラグア（462.31）
6 ドミニカ共和国（448.03） 6 ドミニカ共和国（436.85）

※全体平均（521.70） ※全体平均（511.22）

表４．Terce 第三，第六学年結果（算数）

順位 第三学年　読解 順位 第六学年　読解
1 コスタリカ（542.83） 1 コスタリカ（545.50）
2 グアテマラ（496.81） 2 グアテマラ（489.03）
3 ホンジュラス（494.86） 3 パナマ（482.63）
4 パナマ（480.93） 4 ホンジュラス（479.19）
5 ニカラグア（478.01） 5 ニカラグア（478.96）
6 ドミニカ共和国（454.03） 6 ドミニカ共和国（455.94）

※全体平均（509.73） ※全体平均（506.64）
出典：UNESCO（2021）より筆者作成

表５Terce 第三、第六学年結果（読解）
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平均を大きく下回る結果となった．

６．教員組合

　ニカラグアには教員組合（ANDEN : La Asociación 
Nicaragüense de Educadores de Nicaragua）があり，
小，中学校に勤務する教員はこれに加盟することがで
き る．1947 年 に ANDEN の 前 身 で あ る FSMN 

（Fedelación Sindical de Maestros de Nicaragua） が
創設され，賃金の均等化，社会保障制度の整備，住居
手当などの福利厚生等が整備された．しかし 1969 年，
ソモサ独裁政権は FSMN の活動を違憲と見なし，組
合の資金を凍結するなどの制裁を加えた．その後長き
にわたる FSMN の抵抗の末，ソモサ政権が打倒され
た 1979 年の 2 月 4 日，新組織 ANDEN として活動を
開始することになった（ANDEN 2021）．2018 年現在
では，ニカラグアにある小中学校約 10,000 校で勤務
する約 49,000 名の教員のうち約 29,000 人が ANDEN
に加盟している．また別の中小組合とも連携しており，
併せると教員の約 75％が組合員ということになる

（Zepeda, 2018）．第一次オルテガ政権は 1980 年から
1985 年の 5 年一期で終わり，その後は三期続けて新
自由主義を掲げるビオレタ・チャモロ，アーノルド・
アレマン，エンリケ・ボラーニョスが大統領になった．
これに伴い，教育の民営化が実施されたことで私立学
校が増えていったものの，教育予算は削減され公立学
校では教員の低賃金や授業料の一部を保護者から徴収
するなど，財政面で大きな問題を抱えることになった．
現行の人間開発計画（Plan de Nacional Desarrollo 
Humano（PNDH）（CCC1, 2013, p.78）には「新自由
主義は子どもたちの初等教育へのアクセスを制限した
ため，公立学校が違法で違憲な学校自治になっていた」
と記されている．オルテガ政権と同様に ANDEN も
新自由主義を否定し，組合の影響力を強化する動きを
見せるとともに，FSLN との関係をより強固なものに
していった．第二次オルテガ政権が発足した 2007 年
には，大規模な識字プログラムの実施，教育の無償化，
また様々な事情により教育の機会を失った青年が基礎
教育を受けられるよう夜間や土曜日に開講する学校を
整備するなど，教育に力を注いだ．課題であった教員
の給料について，教員たちのストライキなどへの対応
もあり，新自由主義体制であった 1996 年は 411 コル
ドバ（約 1200 円）であった小学校教員の基本給を，
現在の 8,500 コルドバ（約 26,000 円）まで増額させた

ことは，サンディニスタ政権と ANDEN が勝ち取っ
た大きな成果であると主張している（ANDEN, 2021）．
このように政権与党と ANDEN，MINED（教育省）
は方針を同じくしており，2018 年現在までに，36 名
の国会議員を ANDEN から輩出するなど，政界に大
きな影響力をもたらしている（Zepeda, 2018）．

７．教員研修

　ニカラグアでは教員に向けた研修制度がいくつか
設 け ら れ て お り， そ の う ち の 一 つ に Encuentros 
Pedagógicos Interaprendizaje （EPI）がある．EPI の
研修では，①出会い（Encuentros）：ワークショップ
方法論を用いること，②教授法（pedagógicos）：教科
の学問分野の観点や方法論を取り扱うこと，③学び合
い（Interaprendizajes）：教員同士の経験や実践を交
流させ合うことが謳われている．EPI では，毎月最終
週の金曜日になると小中学校は休校になり，市内の教
員が一堂に会して研修が実施される．研修内容は教授
法と学び合いに分かれており，それぞれ隔月で実施さ
れる．教授法のセクションでは，市教育事務所の指導
主事が，教育省から，県教育事務所を経由して伝達さ
れてきた教授法・教育内容について講義や演習する．
教員の指導の質を高め，知識や技術のアップデートす
ることが目的とされている．学び合いのセクションで
は，教員が実際にそれぞれの教室で取り組んでいる実
践やレクリエーションを共有する．共有された良い実
践に倣って授業を計画し，模擬授業をしながら授業案
を検討する場になっている．このセッションは教員が
担当している学年ごとに研修会場が分かれて実施され
ている．教員が普段教室で実践している授業や教育活
動を直接的に向上させる意図がそこにある（MINED, 
2018）．

８．教育目標と AEP

　PNDH にはカリキュラムの目標として人間開発に
寄与すること，技術教育等の生きる力を養うこと，責
任ある市民を育てることなど，ニカラグアの教育が目
指す方針が示されている．その中でも目を引くのが「貧
困」について触れている項目である．PNDH377 項

（CCC, 2013, p.79）には「2007 年から貧困者たちに特
化したコンピテンシーの形成，増大，適応に向けての
新構想が始まった」とあり，380 項（CCC, 2013, p.80）

１　CCC とは Consejo de Comunicación y Ciudadanía のことであり，2006 年にオルテガ大統領が再当選した後に作られた審議会で
ある．政府とメディアの関係を管理することに加えて，ニカラグアの文化的な市民性の形成を促進する政策策定のために組織さ
れた．
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には「教育のユニバーサル化を目指して，より多くの
人々，特に最も貧しい人々，農村部の人々，先住民族，
アフリカ系住民が，適切な年齢で学校に入学し，教育
を継続していけることを目的とする」とある．この他
にも多くの項目において貧困削減や貧困から脱却する
ための目標が書かれている．ラテンアメリカ諸国のカ
リキュラムと見比べてみても，ニカラグアのように貧
困削減を教育目標に掲げている国は少ない．この目標
達成に向けて政府が推し進めているのが，2017 年か
ら始まった新しい科目である Aprender Emprender 
Prosperar（AEP）である．AEP は，日本でいえば総
合的な学習の時間のように教科横断的な学習が想定さ
れている教科である．政府は 2018 年に行われた第 41
回 IFAD（国際農業開発基金）総務会において，ニカ
ラグアの貧困削減に向けた大きな取り組みの一つが
AEP であるとオルテガ大統領名で言及している．そ
れによると AEP は経済を成長させるエンジンとなる
ような若者の起業家としての能力を開発し，これによ
りニカラグアを貧困から克服させると述べた（IFAD, 
2018）．
　教科としての AEP は週に 90 分間割り当てられて
おり，その時間の使い方は学校や学年の実態に合わせ
て変更されることもある．AEP は 4 つのユニットか
ら構成されている．一つ目の「私の才能を発掘する

（Descubro mis talentos）」の段階では，学習者が自分
自身の興味があることや得意なことを見つける．これ
は学習者自身だけでなく，教師が学習者の才能を発掘
するユニットとしても捉えられている．テーマの範囲
は学年ごとに異なり，初等教育 1，2 年生は個人や社
会の問題について，3，4 年生は環境，スポーツ，文
化について，5，6 年生は科学，技術について扱う．
中学生になると扱うテーマが広がり，身の回りの事象
のみならず企業と自分たちがうまく関わり合いながら
社会課題を解決するにはどうしたらよいか，実際に一
般企業で働く大人からアドバイスを受けながら進行さ
せていくプロジェクトもある．二つ目の「アイディア
を作り出す（Creando ideas）」では，個人，家族，学
校レベルの問題を見つけて，解決策をブレーンストー
ミング（Lluvia de ideas），ピラミッドチャート（La 
Pilámide de ideas）， ロ ジ ッ ク ツ リ ー（El árbol de 
probremas）を用いてクラス全員でリストアップして
いく．その後リストアップされたいくつかの課題の中
から興味のあるものを選び，プロジェクトを進めるた
めの 5 人程度のグループを作る．三つ目の「機会を見
つける（Busco oportunidades）」では，身の回りにあ
ることから，自分たちのグループが決めたプロジェク
トを実施するためにどんなものが必要で，どんな方法
があるのかを考え，実践に移していく．四つ目の「プ

ロジェクトを展示する（Expongo mi proyecto）」では，
年度の最後に各学校で大規模な学習発表会（Feria）
が行われる．これには地域の教育関係者なども招待さ
れ，プレゼンや成果展示会などが行われる（Aguirre, 
Barrera and Rodríguez, 2017）．AEP を学習する際に
必要な教材も準備されており，教員が授業を進めるた
めの指導書や活動で用いる道具，ノート（Mi Diario 
de Proyecto）などがある．ノートはプロジェクトの
進捗状況を写真や絵などを用いて書き留めておく，絵
日記のように用いられる．教員はこのノートを観察す
ることで，AEP 学習の評価の一部にしている．AEP
の学習目標として，学習者の人間的，技術的，能力的
な成長に焦点が当てられている．家族，地域，国を繫
栄 さ せ る た め に 起 業 家 文 化（Una cultura 
emprendedora）を促進することや，社会，技術，環
境問題に立ち向かい人生を豊かにする人材，デジタル
機器を駆使する技術を養うことなどが期待されている

（MINED, 2018）．

９．おわりに

　今回の研究ノートでは，ニカラグアの教育政策につ
いて，政治的背景を明らかにしながらまとめた．ニカ
ラグア教育目標には貧困からの脱却を目指しているこ
とが多くの項目に含まれており，これを達成するため
に 2017 年から教科として初等及び中等教育に導入さ
れたのが AEP である．AEP には専用の教科書や指導
書，ノート，教材も作られている他，教員たちへは教
科書を有効利用するための研修なども実施されている．
またニカラグア政府は，国連専門機関である IFAD
の総務会において，課題解決の手立ては起業家文化を
養うことであり，そのために AEP を初等教育初期か
ら実施していくことの重要性についてオルテガ大統領
名で言及した（IFAD, 2018）．政府肝いりの取り組み
であることがうかがえる AEP であるが，実施され始
めて 4 年経過したが，実際の取り組みや成果について
まとめられた報告は少ない．AEP の目標である「起
業家文化を養う」を達成するための具体的な実践はど
のようなものがあるのか，教員は教科として学習者の
取り組みをどのように評価をするのか，果たして本当
に AEP が起業家文化を養うに資する活動でありそれ
が本当に貧困削減への手立てとなり得ているのかなど，
疑問点は多い．今後は実践例や具体的な取り組みを現
地小中学校で調査し，学習の成果や効果について現地
教員や児童，生徒への半構造的インタビューを通して，
AEP の現状と課題に迫っていきたい．
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